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1．はじめに
Education for All（EFA、万人のための教育）は、

1990 年に開かれた「万人のための教育世界会議

（World Conference on EFA）」で一躍知られるよう

になった言葉である。会議では、2015 年までに世界

のすべての人々に初等教育を保証するという目標が掲

げられ、ユネスコを中心とする各国の政府・NGO が

今日、この目標に向けた努力を行っている（黒田，

2005）。

EFA に向けた活動の枠組みの中で、日本の文部科

学省が行う事業の一つが、「国際教育拠点システム構

築事業（以下、拠点システム事業）」である。拠点シ

ステム事業は国内の専門的な知見を活用して、途上国

の初等中等教育分野の取り組みを支えるものである。

○拠点システム事業における本研究の位置づけ

上述「国際教育拠点システム構築事業」には 3 つの

大きなテーマがあり、そのうちの 1 つが「青年海外協

力隊派遣教員のサポート」である。このテーマのもと

で実施されている複数のプロジェクトの中で、著者ら

は「海外教育協力者に対する環境教育実践指導と教育

マテリアルの支援」（代表：村松隆）に携わってい

る。この事業の一環として 2007 年 3 月、日本から派

遣される海外協力隊員の環境教育活動支援のあり方を

検討することを目的に、コスタリカ・エルサルバドル

の派遣隊員の実態についての現地調査を実施した。

中米では環境教育が国の発展の重要な要因として国
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家政策に位置づけられていることが多く、従って日本

による国際協力の戦略上、環境教育が一定の役割を果

たしている。このような背景から、文部科学省および

JICA との協議を経て、JICA の環境教育隊員が活動

を行っている中米の二カ国が調査対象として選ばれた

のである。

本稿では、この渡航調査から明らかになった環境教

育支援の課題を論じる。

○青年海外協力隊の環境教育活動

青年海外協力隊（JOCV：Japan Overseas Coopera-

tion Volunteers）事業は、日本政府による海外支援活

動として 1965 年から始まった。事業は現在、国際協

力機構（JICA：Japan International Cooperation 

Agency）によって実施され、日本による海外支援活

動の重要な一環を占めている。2007 年 11 月末現在、

世界の 82 カ国において 2542 名が派遣活動を実施し、

派遣された隊員数の累計は 3 万人を超えている。

海外青年協力隊の隊員派遣の原則は、「要請主義」

と呼ばれ、支援国の要請に応じて日本側からそれに適

した人材を選抜、養成して送り出すものである。職種

「環境教育」の要請は学校や教育委員会でなく、自治

体や保護区、動物園などの社会教育機関によって行わ

れることも多く、具体的に存在する水環境・廃棄物・

自然破壊など、地域固有の環境問題への対策の一環と

して、住民教育（学校教育を含む）に従事する隊員を

要請するケースが多いようである。

教育環境にさまざまな問題を抱える途上国では、学

校あるいは教育委員会が行う要請は、特定の分野（教

科や教科群）を補強するための教員や専門家を対象と

することが多く、教科ではない環境教育のために教員

派遣を要請する事例はどちらかというと少ない。しか

し、発展途上国における環境問題は貧富の差の拡大と

ともに大きくなる一方で、都市問題、離農、水、食

料、衛生、感染症、減災、また特に廃棄物の問題は近

年多くの国で極めて深刻になりつつある。EFA でも

ライフスキル教育の重要性がクローズアップされ、イ

ンドシナ各国では学校教育においても、ライフスキル

の充実が重点的に取り組まれている。このような新し

い動きが広まる中、日本において培われた生活科や総

合的な学習の技術を生かした環境教育に関する要請

は、今後極めて重要な位置を占めることになると考え

られる。

このような背景から、本稿では青年海外協力隊員に

よる環境教育を「小学校教諭」「幼児教育」「感染症対

策」や「村落開発普及員」など、多くの職種に関わる

重要な分野と捉えた上で、特に初等中等教育における

今後の環境教育の支援の在り方について、現地におけ

る派遣隊員の実態調査に基づく評定を行った。

2．方法
○調査期間

2007 年 3 月 1 日～3 月 3 日、コスタリカによる隊員

の活動状況調査を実施した。2007 年 3 月 5 日～3 月 6

日、エルサルバドル現地調査を実施した。

○調査方法

宮城教育大学拠点システム構築事業の担当者である

著者 2 名が、コスタリカとエルサルバドルへ渡航し、

JOCV（現職教員を含む）、JICA 事務所担当者（関係

者）と面談し、下記の項目の聞き取り調査を実施する

とともに、任地での隊員の活動状況および活動環境を

知るために任地を訪問、インタビュ－を行うと共に活

動現場を視察した。なお、関係する各種環境教育関連

資料の収集も JICA 事務所の協力を得てその都度現場

等で併せて実施した。

両国の聞き取り対象者のプロフィールを表 2 にまと

めた。なお、今回は環境教育分野での現職派遣教員に

ついての調査の機会が得られなかった。下記の表のう

ち 6 名までが環境教育分野の派遣隊員、1 名は体育教

育分野における現職派遣教員である。

3．現地実態調査の結果
（1）教育環境

○概要

コスタリカ共和国は、面積は 51,100 km2、人口 413

万人（2007 年 7 月）、気候は 5～11 月の雨季と 12～4

月の乾季を有している。首都サンホセは海抜 1158 m

と高地に位置する。宗教は大半がカソリック、公用語

はスペイン語である。

エルサルバドル共和国は、面積は 21,040 km2、人口

695 万人（2007 年 7 月）、気候は 5～10 月の雨季と 11
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～4 月の乾季を有している。首都サンサルバドル海抜

689 m と比較的高地にある。宗教は大半がカソリッ

ク、公用語はスペイン語。両国の位置を図 1 に示す。

○教育システムと学校の現状

両国とも、学校は 9 年生までが義務教育である。大

半の学校は 2 部制をとっている。家庭の事情で 1 年 2

年休学する子どもが少なくないため、一つのクラスに

在籍する子どもの年齢には幅がある。大学で教員養成

課程を修了している教師は非常に少ないという。教師

は給料が安く、また交通の不便な地域で仕事をするこ

とも多いため年を取った教師は少ない。このような事

情にもかかわらず、エルサルバドル赴任中の現職教員

は、「教科書や試験問題の内容など、日本に比してレ

ベルが低いとは感じられない」と述べていた。本調査

でも両国の小学校・中学校の理科・社会の教科書を検

討したが、内容は充実していると感じられた。

学校に在籍する教師の数は少なく、担任教師が休め

ばクラスは休みになる。また小・中学校教育における

教科は、国語・算数・理科・社会・英語の 5 科目であ

ることが多く、その他の科目（たとえば情操教育科

目）は教育計画には位置づけられていても、実施には

教えられていないことも多い。これに付随して、学校

の施設や教育資源は極めて限られたもので、図書室や

体育館などは見ることがなかった。訪問した郊外の学

校は、校長室（職員室）、教室、校庭、食堂、洗面所

からなっていた。

○生徒を取り巻く社会と自然

コスタリカは中米の中では、ベリーズについで高い

発展を遂げているといわれる。各種の社会・経済指標

のレベルは高く、政治的にも安定度が高いが、地方の

貧困、自然災害のリスク、格差の拡大などの不安要因

を抱えている（二村ほか，2006）。一方、自然に眼を

向けると、同国は世界の生物多様性の中心地のひとつ

として知られており、希少な野生動植物が数多く分布

している。しかし、人口の多い居住地では、自然の破

壊や改変が進んでおり、必ずしも自然の恵みを享受し

ているとは思われない。森林消失、乾期の水不足、廃

棄物問題、衛生の問題などが目に付いた。

一方エルサルバドルは、コスタリカに比較すると首

都サンサルバドルと郊外の町との環境の差が極めて大

きい。郊外に行くに従い、林相は貧弱になり、土壌の

荒廃がうかがわれた。理由をエルサルバドル人（市役

表 1．聞き取り対象者のプロフィール

国名 隊員名 派遣期間 配属先 任地
コスタリ
カ

F. Y. 2005 .4～
2007.4

サンホセ村落持
続的開発協会

サンホセ県
パルミチャ
ル

コスタリ
カ

I. H. 2005 .4～
2007.4

サンラファエル
デエレディア市
役所

サンラファ
エル

コスタリ
カ

H. N. 2005 .4～
2007.4

熱 帯 科 学 セ ン
ター熱帯野鳥公
園

サンホセ県
キサラ

エルサル
バドル

S. K. 1） 2005.11～
2007.11

自治体開発局東
部自治体組合

サンホセ市

エルサル
バドル

K. T. 1） 2005.11～
2007.11

自治体開発局東
部自治体組合

サンタ・ロ
サ・デ・リ
マ市

エルサル
バドル

T. Y. 1） 2005.11～
2007.11

自治体開発局東
部自治体組合

アナモロス
市

エルサル
バドル

S. S. 2） 2006 .6～
2008.3

中部地域教員技
能開発センター

サンタテク
ラ

1）：３名によるグループ派遣、2）：現職教員派遣

図 1．コスタリカとエルサルバドルの位置

コスタリカの隊員赴任地（パルミチャル）
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所職員）に尋ねたところ過放牧、野焼き、内戦、燃料

を得るための伐採などを挙げていたが、明確な理由は

特定されなかった。訪問した東部地方の町では、土壌

がやせており農業らしい農業はほとんど行われていな

い様子だった。多くの住民が、中米・カリブ海地域に

共通して見られることだが、アメリカに出稼ぎにいっ

た家族からの仕送りに頼って生活している。人々の住

む家屋や暮らしぶりはアメリカからの送金額を直接に

反映するということであった。

両国とも、アメリカを始めとする外国資本の大規模

プランテーション（コーヒーなど）を有しており、ま

たアメリカへの出稼ぎ者が多いこと、一方で近隣の中

米諸国からの移民が流入していることなど、経済・人

の流れ・自然の人為的改変は、国境を越える複雑な要

因の相互作用の結果である（寿里，1991）。

このような複雑な社会事情にもかかわらず、両国は

中米諸国において最も活動が活発な国のうちの二つで

ある。また他のラテンアメリカ諸国同様、人々は楽天

的で、家族集団は強い愛情で結ばれている。子どもは

家族の中で多くの人々から愛され、同時に厳しくしつ

けられる。家事の手伝いは当然のことで、家庭の事情

で学校を休学する、退学するといったことも珍しくな

い。

（2）環境教育分野派遣隊員の教育業務

①隊員の教育業務

○日本による JOCV の派遣

2007 年 2 月 1 日現在、コスタリカには JOCV 31 名

が派遣されていた。うち、環境教育隊員は 7 名であ

る。環境保全や観光・村落開発関連で、関連業務にも

JOCV が派遣されている。環境教育を含む環境保全分

野は、コスタリカにおける派遣実績の中でも一定の位

置を占めている。その背景には、コスタリカが豊かな

生物多様性を有する国として世界的に評価され、自然

が重要な資源であると認識されていること、中米にお

ける環境先進国という位置づけを得ていること、その

一方で都市環境が悪化していることがある。

エルサルバドルの JOCV は 2007 年 2 月 1 日現在、

36 名であった。うち、環境教育隊員は 3 名である。

同国は、中南米で初の隊員受入を行った国であるが、

長い内戦で 79 年～93 年の間は派遣が中断されてき

た。環境教育の要請開拓は積極的に実施されている。

○業務の目標と活動

聞き取りの対象となった隊員の業務内容について、

その概略を表 3 にまとめた。隊員の活動は大きく、学

校の授業、地域社会における普及啓発活動の二つに分

けられる。隊員によってどちらに重点を置くかは異な

るが、いずれもその双方になんらかの形でかかわって

いた。

コスタリカの隊員赴任地（キサラ）

輸入品のあふれるエルサルバドルのスーパー

砂埃の巻き上がるエルサルバドル東部郊外
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○教育業務実践上のサポート体制

配属先とカウンターパートによって、隊員の得られ

る現地のサポート体制には大きな差があり、一般化す

ることは難しい。また、カウンターパートの異動や職

場の戦略転換によってサポートの質がしばしば変化す

る。これに対して、隊員のよりどころになるのは、

JICA 現地事務所の日常的な関与である。また、任国

を同一にする環境教育隊員同士のサポートが重要であ

る。今回訪問した二つの国では、環境教育分野の隊員

同士の情報交換会を月に 1 回、それぞれ自主的に実施

しているということであった。また、活動の場でも、

それぞれの得意分野を生かして相互に支援しあってい

た。

②隊員の教育実施上の問題

すべての隊員が固有の問題に直面している。それら

を、隊員の立場から分類すると、次のようになる。

a）「言語」：隊員が現地語で普及啓発を行うことに付

随する苦労である。主要な公用語は研修によって赴任

表 2．聞き取り対象者の活動の概況

国名 隊員名 目標 内容
コスタリ
カ

F. Y. 地域環境保全
を目的とする
NGO の 教 育
支援

水環境を中心の環境汚
染、健康影響、自然保全
の小学校での教育実践、
絵画コンクール協力。

コスタリ
カ

I. H. 市役所の市民
対象環境教育
部 門 へ の 協
力。

3R が題材のビデオ教材
の開発・製作、ビデオで
の地域・学校教育実践。
絵画コンクール協力。

コスタリ
カ

H. N. 自然保護区に
おける環境保
全教育

地域小学校における授業
実践、地域住民向け教育
実践、熱帯野鳥公園の整
備・管理活動など

エルサル
バドル

S. K. ごみ問題を解
決するため、
住 民・ 地 域
リーダーに対
する環境教育
を行う。特に
3R の 普 及 啓
発を行う。

特に生ごみをテーマとす
る小学校授業実践、環境
絵画コンクール主催、地
域向け講義実践など

エルサル
バドル

K. T. プラスチック容器類の地
域回収システムの確立、
ビデオ教材作成と普及、
イベント開催など

エルサル
バドル

T. Y. ゴミ減量を目的とするコ
ンポスト技術移転検討、
ハーブ育成、プラスチッ
ク類回収協力など

エルサル
バドル

S. S. 体育教育の質
の向上を目的
とする研修会
開催

域内各校への巡回指導・
調査、現職教員を対象と
した研修会の実施、児童
生徒向け授業実践

（写真）コスタリカで JOCVが製作した 3Rビデオの普及
式典。教育省大臣も参加し、DVD は地域の小学
校に 1部ずつ授与された。

（写真）コスタリカ JOCVによる授業風景

（写真）コスタリカ・パルミチャルの小学校
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前に身に付けるが、赴任地の方言は、事前に学習する

ことができない。「赴任直後は、授業中子どもに言葉

の間違いを訂正される」という状況が普通である。し

かし、地域住民との交流なしには生活が成り立たない

状況の中で、隊員は急速にコミュニケーションの能力

を高め、適応していく。

b）「文化」：ものの見方考え方、仕事の進め方など、

常識であると思い込んでいたことが現地で通用せず、

円滑な仕事の妨げになる。考え方の相違を相対的に評

価し順応する能力のある隊員ほど、文化の障壁は低い

ようである。

c）「交通手段」：国ごと地域ごとに、JOCV が使用す

ることのできる交通手段は異なる。コスタリカ・エル

サルバドルでは、自動車事故が多いことから、隊員の

安全を守るために自動車・バイクの利用が制限されて

いた。そのため、訪問できる学校の数や頻度が限られ

るという隊員が複数いた。僻地の学校を巡回して授業

を行う隊員にとっては、交通手段がかぎられているこ

とが大きな活動の制限要因である。

d）「学校の教育体系」：子どもが家の都合で欠席した

り、休学したり、また教師の都合で授業が休みになる

など、隊員が授業を計画的に行うことが難しい状況が

ある。しかし逆に言えば、一度その学校の状況を理解

し、教員の理解が得られれば、飛び込みで授業をさせ

てもらうことや通常の授業時間に環境教育の授業をさ

せて貰える柔軟さはあるようである。

現地の学校・教師の環境教育に向ける関心は、極め

て高いこともあるが、多くの場合はそうではない。よ

くあるケースとして、隊員が教室で授業を始めると担

任教師が教室を出て行ってしまうことがある。これが

繰り返されると、隊員は、学校や教師に自分の活動の

成果が移転されないという無力感を感じ、結果的にそ

の学校での授業を敬遠することになりやすい。また、

特に隊員の配属先が学校や教育委員会ではなく、環境

局や共同体の場合、学校側になかなか適切な受入環境

を整えてもらえないことが多い。校長の考え方次第で

学校側の対応は大きく変わる。

e）「学校の教育内容についての知識」：赴任国の教育

計画、学校教育の状況、環境教育の教科教育への位置

づけについて、隊員が把握することが難しい。政府の

教育計画を日本で入手することは困難で、逆に現地で

は機会があったとしても現地語で書かれているためそ

れを読む時間が取れない。例えば、エルサルバドルの

基礎教育では、学校教育における環境教育の指針が存

在し、教育計画において環境教育が一定の位置を占め

ている（斉藤，2008）。しかしそれらの公的な情報

は、基本的にはスペイン語でのみ入手可能なものであ

る。それらの情報は十分 JOCV に行き渡らず、少な

くとも派遣前には全く情報を得ることがなかったとい

う。

f）「環境問題の性質」は環境の問題が日本とは性質を

異にするため、環境教育についての教育計画を日本で

立てていくことは現実的でない。日本から持ってきた

教材や授業案がそのまま使えない場合が多い。例え

ば、ゴミに関しても、粗放的な野焼きや投棄を分別回

収へと変えていくためには、単に野焼きや投棄の科学

的な問題点を指摘するだけでは効果がなく、基本的な

生活習慣を変えるという課題に挑戦しなければならな

い。そのためには、生活指導に始まって、キーパーソ

ンを巻き込んだ地域の仕組みづくり、メディアを活用

した継続的呼びかけ、行政との連携、インセンティブ

の導入など、総合的な取り組みが必要とされている。

③隊員の使用している教材

教材のトピックとしては「ゴミ・資源」「まちづく

り」「環境汚染と公害問題」「生物コリドー」が扱われ

ているところを見た。タイプとしては、ポスターやビ

デオのような視聴覚教材のほか、水質検査キット、リ

サイクルのクラフトなど実物、学校農園などが用いら

れていた。

高価な教材は用いられていない。地域生活の実情に

沿った自作教材や、子どもにも取り組みやすい教材が

工夫して使用されており、活動現場の状況を考えれ

ば、低質だとは感じられない。使用条件に制約のな

い、素材に近い教材のほうが、隊員にとっては利用し

やすいようである。

教材の入手方法であるが、現地の課題に対応するも

のを、隊員がそれぞれの努力で探し当てている。形の

ない情報そのものは、インターネットで検索して入手

することが多いようである。資料や教材は、過去の派

遣隊員の残したものの一部が現地事務所に保管されて
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おり、それらを参考にしている場合も多い。どうして

も足りないものは、日本から郵送してもらっている。

また他国の NGO や政府支援により作成されたポス

ター・副読本などの教材には、スペイン語のものが多

く、すぐに現地で使うことができる。それらの教材

を、NGO のオフィスや本屋、環境省のオフィスなど

で入手して使用している。

既製教材に全く手を加えず使用している場合もある

が、自分で手を加える、あるいは自作するなどの、柔

軟な対応が求められるため、任地での隊員たちはその

ような努力を行っていた。公害問題についてのポス

ター教材は、現地で資料を見つけることができないた

めか、日本のものらしき印刷物を拡大コピーして使用

しており、写真の質は低かった。

教材に比して、授業には工夫の余地がある。ゴミ問

題などについては「知識を与える」、自然保全のよう

な漠然としたテーマでは「それぞれの思いを大切にす

る」といったことに重点が置かれ、オリジナルな思考

を促したり、実践に取り組むという余地があまりない

ようであった。「スペイン語で授業をすること自体の

壁があるため、重要な部分を伝えるだけで精一杯」と

いう意見が複数、聞かれた。日本人が教壇に立つこと

自体の珍しさや熱意が伝わるためか、子どもの教師へ

の集中度は高いようである。しかし子どもたちとの相

互作用による授業作りは、言語の壁が大きく困難であ

ると感じる場合が多いようであった。

さらに、児童生徒との相互作用を通して教師が授業

をリードするためには、教師自身が、任地の自然環境

と人間が環境に与えてきた影響について、適切な科学

的知識を持っている必要がある。地域や国、あるいは

国際社会といったさまざまな観点から、その地域の持

続可能な発展の将来像を描くようなスキルが教師に求

められる。

④教材の需要

JOCV に必要とする教材をたずねても、「特にない」

という返答が返ってくることが多かった。隊員は現地

で必要とする教材を、着任以降、試行錯誤しながら上

述したような方法で入手していく。派遣後最低でも

11 ヶ月が経過した本調査の時点では、多くの隊員が

すでに教育実践活動に全力投球しており、任地の教育

（写真）水質検査キットを利用した JOCVの授業

（写真）リサイクル活動で作成したペットボトルのクリス
マスツリー（撮影：熊谷とも絵）

（写真）JOCV任地の紙すきの講習会

（写真）JOCVによる灰を利用した栽培の実験
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事情にマッチする教材を入手する段階は過ぎている、

と考えているようであった。そこで、赴任前、あるい

は赴任後の初期における教材の需要について聞き取り

調査を行ったところ、次のような教材の必要性が浮か

び上がってきた。

a）情報源情報の整備

複数の隊員から、「現地では有名な環境教育の NGO

があるということを先輩の隊員から聞き、そこで教材

を手に入れた」という話が聞かれた。それぞれの国に

は、教材を保有する省庁の出先機関や数々の NGO な

どが存在しており、その情報を隊員は相互のネット

ワークで手に入れていく。これらの情報源に関する情

報があらかじめ整備されていれば、赴任当初の隊員の

試行錯誤を大きく省略することが可能である。隊員自

身の試行錯誤は、任地に最も適した教育計画を立てる

上で、ある意味必要不可欠なプロセスである。しか

し、任期が限られていることを考えれば、適切な情報

源情報の必要性は明らかである。

環境教育隊員は国を超えてメーリングリストを作っ

ており、隊員が帰国隊員に質問をし、帰国隊員や他の

派遣隊員が答えるというやりとりが行われている。こ

のメーリングリストの存在は、現在派遣隊員の国内事

前研修において、環境教育隊員に周知されるように

なっている。

b）スペイン語の環境教育用語の提供

日本の環境団体のホームページは隊員の重要な情報

源であり、隊員たちは限られたアクセスの機会を生か

して検索を行っている。ただし、それをスペイン語に

翻訳する段階で、専門用語がわからず苦労するとい

う。環境問題のキーワードを日西対訳した情報があれ

ば、スペイン語圏に派遣される環境教育・村落開発の

隊員にとっては極めて有用であり、また教育の質を高

めることに直結すると考えられる。

c）インパクトのある視聴覚デジタル教材

隊員は任地においてプロジェクターを活用する機会

がほとんどない。ビデオなどの視聴覚教材を使用する

機会もあまりない。しかし、必要であれば JICA 事務

所からプロジェクターを借り出すことは可能であり、

また隊員個人や学校関係者の所有するパソコンやモニ

ターを使って授業の中でビデオを見せることは可能で

ある。事実、両国で、視覚的教材は有効であると考え

られており、ゴミ問題を扱ったスペイン語 DVD が隊

員によって開発され使用されていた。また静止画像の

ファイルも、モニターを通して見せるだけではなく、

プリンターで印刷して子どもたちに見せたり、配布資

料としても使えるなど、利用価値はある。

しかし、各任地の個別事情にマッチするような視聴

覚デジタル教材は極めて少ないように見える。JOCV

による授業は、短時間であること、長期的な計画で実

施できないこと、任務に適した内容である必要がある

こと、学習者側に同様の授業を受けた経験が少ないこ

となど、さまざまな制限があり、特定のテーマにしぼ

られた長いビデオを見せている余裕はない。また、ビ

デオの日本語のナレーションが長かったり、静止画像

に日本語の解説がついていると、隊員に通訳の労力を

強いることになる。結果として、少なくとも日本で市

販されている視聴覚教材を活用した授業はあまり現実

的ではない。隊員たちにとって使用しやすい視聴覚教

材とは、まず日本語の長い解説を翻訳する必要性のな

い教材であり、次には現地の環境と違和感のない教材

であり、三つ目には短い授業の中で利用しやすい、短

時間で紹介できる教材ということになる。

このような条件を満たすのは、テーマごとに数分程

度で編集されたビデオクリップ（例：水俣病、イタイ

イタイ病、生物コリドー、など）、または図表スライ

ドで、それに必要最小限の簡潔な説明（できれば日本

語・英語・スペイン語併記）を添付したものであろ

う。このようなビデオ・静止画クリップを集めたライ

ブラリーが、各事務所にストックされていれば、隊員

が持ち時間と授業内容にあわせて必要なものを選択す

ることが可能になると考えられる。

d）紙教材

デジタル教材が圧倒的に不足しているのは確かであ

るが、かといって紙教材が十分だというわけではな

い。隊員は電源のないところ、パソコンのないところ

で環境教育を行うことがむしろ多いわけで、デジタル

教材が特別な「ハレ」の舞台で必要なインパクトの強

い教材だとすれば、「ケ」ともいえる普段の授業で使

用される紙教材は、より使用頻度の高いものである。

こうした紙教材として、紙芝居、ポスター、カード
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ゲームのようなものがあげられる。使用されている教

材は、見る限り隊員が自作しているか、あるいはスペ

イン語で製作された既製品（他国の援助や研究により

製作された）であり、日本からは適切な紙教材が供与

されていないことを感じた。

e）中米・カリブ海地域における教材の共有

聞き取りを行った隊員の多くが、同じ国で環境教育

または村落開発に携わった他の隊員から、多くの情報

や教材を引き継いでいる。たとえば、エルサルバドル

の K.T. 隊員は、「たまたま他の地方に赴任していた環

境教育の隊員が、リサイクル事業を実施していたの

で、そこを見学に行き、そのやり方について大きなヒ

ントを得た。その方に教材も教えてもらった」という

経緯を、自分の活動を組み立てるに当たっての重要な

ポイントとして振り返っていた。帰国した隊員から情

報や教材を引き継いだという話は、ほとんどの隊員に

共通する事情である。つまり、「ある環境事情と国民

文化を擁する特定の国で」「スペイン語を母国語とし

ない、赴任したばかりの隊員が」「環境教育を行う」

という 3 つの要素を共有する隊員同士のつながりが、

隊員にとって重要な意味を持っている。おそらく、中

米・カリブ海地域（あるいは南米まで）を含めて、派

遣隊員の使用した報告書と教材をセットで共有できる

ようにすることは非常に有意義であろう。派遣隊員

は、派遣前に先輩の報告書を読んできている。また、

赴任後は、JICA 事務所で過去の派遣隊員の報告書を

必要に応じて熟読している。しかし先輩隊員の使用し

た教材が、そのまま JICA 事務所に残されているとは

限らない。また赴任後は、他国の環境教育隊員の活動

報告を目にする機会は保証されていない。過去の報告

書と教材を、そのままラテンアメリカ地域で相互に利

用できるシステムあれば、その活用の幅は大きいと考

えられる。なお、この点に関しては、「宮城教育大学

環境教育データベース」内で、現在、教材の共有化に

むけた情報の蓄積が始まっている。

f）赴任国の教育事情に関する資料

赴任国の学校教育で、環境教育がどのように取り扱

われているか、隊員は漠然としたイメージしか持って

いない。「日本の教育指導要領に相当するものを勉強

しておけばよかった。こちらに来てからでは、もうそ

のようなものを読む時間はない。また、教科書をあら

かじめよく読むことができれば、子どもたちがどのよ

うな内容を勉強しているのかわかり、教育計画を立て

る上で役立ったと思う」という意見が得られた。この

ことから、学校教育の体系、教育内容について、基礎

的な資料を国ごとに揃え、日本語の概訳をつけて隊員

に提供することは、極めて有用であると考えられる。

なおそのための一助として、本調査では、両国の 1 年

生から 9 年生までの、理科・社会の教科書、エルサル

バドル教育省の小学校 1～6 年生のための教育計画の

うち、理科（科学・保健・環境）・社会相当分を入手

した（斉藤，2008）。また、理科・社会の教科書につ

いては、宮城教育大学の環境教育ライブラリーを通じ

て、学外からも活用できるようになっている。

g）環境教育データベース

調査当時、教育支援を目的として運用されている宮

城教育大学の環境教育データベースについて知る隊員

はなかったが、現在では派遣前の研修期間に紹介され

ている。派遣後も、インターネットにアクセスできる

環境にあれば、データベースが相当な情報源となると

考えられる。

⑤情報交換の方法

○インターネットへのアクセス

今回聞き取りを行った合計 7 名の環境教育隊員のう

ち、インターネットへのアクセスを日常的に行えると

回答した隊員は 5 名である。ただし今回の調査では、

聞き取り対象者は首都からの日帰り調査が可能な隊員

に限られていた。したがって、回答は僻地に赴任する

多くの隊員の実情を反映していない。なお、日常的に

はアクセスできないと答えた隊員 2 名は、インター

ネットにアクセスするためには近隣の大きな町に出る

必要があるということであった。

⑥ JOCV の活動の成果について

JOCV の活動している国および地域は、教育制度お

よびそれを支える人材や施設・設備等の教育環境等に

恵まれていない。費用の嵩む教科書や教具も十分では

ない。しかし、その中でも教員自身の意欲や創意・工

夫が子ども達の学びの意欲や態度を高進させることに

大きく関与していることを窺い知ることができた。あ

るいは地域住民の教育に対する高い期待が子ども達の
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姿に見ることができた。そんな中で JOCV の意欲的

な活動は広く子ども達の学びの意欲を刺激し、後押し

する大きな力になっている。

6．おわりに
環境教育隊員への期待は、受入国なり任地ごとにそ

れぞれ異なるが、目的が学校教育のみによって達成で

きないものであることはいうまでもない。地域住民の

生活環境を向上させ、資源を無駄なく利用し、それに

よって経済的な利益が得られる仕組みがなければ、環

境を保全する取組は継続的に推進され得ない。また、

学校教育では、子どもたちが、環境を保全することで

自分たちの生活環境がより快適なものになり、自分達

の健康が守られることを理解し、主体的かつ自主的に

環境問題に対応していけるような教育が必要である。

従って、JOCV の環境教育は本来、地域住民と児童生

徒の双方を巻き込んだ上で、生活に根ざした学校教育

および社会教育を行いつつ、環境行政や公衆衛生行政

と連携することが理想であろう。これを実現するため

には、例えば地域活動に積極的で意欲的に取り組む隊

員と、学校教育の専門家である現職教員特別制度によ

る隊員とが相互に協力する体制を作ることなどが考え

られる。同一国内や共通言語圏での共同的な取り組み

を検討することは現実的であり、国外での日本人同士

での協調活動の可能性が期待される。また、事務所や

支援機関（あるいは、宮城教育大学の環境教育データ

ベースなど）が仲立ちとなって、地域で形成された活

動のノウハウを事例として他地域、あるいは近隣他国

へと引き継いでいくことも期待される。

海外での環境教育の取り組み方やそれらの視点は国

内の環境教育にも共通する。しかし国内では、社会経

済や環境の条件整備が進んでいることから、身近な環

境に個人的な関心が薄い。日本の児童生徒にとって、

多様な環境で行われている海外での環境教育の実践内

容は強力なインパクトを与える教材ともなるであろ

う。現職教員として参加された隊員の帰国後の環境教

育活動にも大きな効果が期待できる。今後とも海外青

年協力隊員活動の成果が広く一般に知られ、その成果

が活かされる条件整備を進める取り組みが必要である

ことを改めて確認することが出来た。
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